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多国籍企業の移転価格 と寡 占,独 立企業間価格

今 西 芳 治

概要 シェルダールウプ,G.と ソルガー ド,L.は,外 国子会社 と親会社がクールノー的

競争とベル トラン的競争を行 う場合に,各 国の法人税率差や関税率との関係で移転価格の水

準がどのように異なるかを明らかにした。

本稿ではこのモデルのベル トラン的競争下の分析を用いて次の2点 を明らかにした。

その1つ は,外 国子会社の競争相手が受動的つまり外国子会社の価格引き上げに追随 して

自らの価格をも引き上げる場合 と比べて,競 争相手が能動的,対 抗的な価格政策をとる場合

に移転価格がどのように異なるかを明らかにする。

次に,こ のモデルを利用 して,我 が国で平成21年4月 以降に始まる事業年度から採用する

外国子会社からの受取配当益金不算入制度が多国籍企業の移転価格にどのように影響するか

について検討する。

本稿のもう1つ の目的は,OECDが 勧 告した独立企業原則による所得移転への調整方式

の限界を寡占や双方独占が現実の市場で支配 しているという視点から明らかにしてみる。

キーワー ド 移転価格,独 立企業間価格,受 取配当益金不算入制度,寡 占

原稿受理日2009年5月25日

 Abstract Schjelderup, G. and Sorgard, L. showed how the transfer price level varies 

in the relationship between the relative corporate income tax rates and the tariff 

rates of each country in the case where a foreign affiliate and its parent company 

conduct Cournot competition and Bertrand competition. 

 This paper used the Bertrand competition model to consider the following two 

points. 

 First, we clarified how the transfer price level changes where the competing oppo-

nent of foreign affiliate takes up a counter price policy, as well as where the com-

peting opponent raises its own price along with increasing the price of foreign 

affiliate itself. 

 Second, using the same model, we examined how the exemption system of divi-

dends from foreign affiliates, which has been introduced in April, 2009, in Japan, 

has an impact on the transfer price of multinational companies. 

 Another purpose of this paper is to clarify that oligopoly and bilateral monopolies 

actually cause the limitations of adjustment method for the transfer of income by 

means of the Arm's length price suggested by the OECD. 

Key words Transfer price, Arm's Length Price, Exemption of Dividend from 

          Foreign Affiliates, Oligopoly
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は じ め に

多国籍企業は進出先の為替管理や関税率そして,法 人税をはじめとす る法人所得課税率

の差等を考慮 して移転価格操作を行 う。

コピイソー ンL.W.は 親会社がグループの税引後所得の最大化を求めてグループ各企

業の生産量や販売価格を決定す るというモデルによって,次 の2点 を明らかにした(1)。

親会社 と外国子会社の生産量や販売価格は移転価格 と独立である。法人税率の各国間の

差を考慮 して所得移転す るのに,所 与の生産量の下で移転価格が用いられるにすぎないこ

と。進出先国の関税や消費税等の従価税は当該国の生産量や販売価格に影響を与えるのみ

でなく,他 国のグループ企業の生産量 と販売価格にも影響を与える。その結果,他 国の消

費者にも課税国の税が一部帰着す る。

このモデルでは外国子会社は自らの生産量や販売価格を決定す る権限を持たないのみで

なく,進 出先国での競争相手の生産量や販売価格変更に対す る反作用を考慮外に置いてい

る。

これに対 し,シ ェルダールウプ,G.と ソルガー ド,L.の2人 は次のようなモデルを

用いて移転価格水準の決定を分析 した。

多国籍企業の親会社はグループ全体の税引後所得の最大化を求めて外国子会社へ販売す

る財貨 ・サービスの移転価格を決定する。一一方,外 国子会社はこの移転価格を所与 として,

かつ 自国での競争相手の戦略的対応を考慮 しながら,そ の税引後所得の最大化を求めて販

売量や価格を決定する。つまり,外 国子会社にもその販売量や販売価格についての意思決

定権を与えた,分 権化 したモデルを用いている。

彼 らは,外 国子会社 と親会社がともにクールノー的競争やベル トラン的競争を行 う場合

について,そ れぞれの国における法人税率差や進出先国の関税率 との関係で移転価格がど

のように異なってくるか比較 している(2)。

本稿では,こ の2人 のモデルのうち,価 格を政策変数 と考えるベル トラン的競争のみを

とりあげ以下の2点 をまず明らかにす る。

その1つ は,外 国子会社の競争相手が,受 動的,つ まり外国子会社の価格引き上げに追

随して自己の販売価格を引き上げる場合に加えて,そ の競争相手が能動的,つ まり外国子

会社が価格を引き上げてもそれに追随せず,対 抗的な価格政策をとる場合に,移 転価格の

水準はどのようになるかを明らかにす る。
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次に,我 々はこの2人 のモデルを援用 して,わ が国で平成21年4月 以降に始まる事業年

度から採用す る,外 国子会社からの受取配当益金不算入制度が多国籍企業の移転価格政策

にどのような影響を与えるのかについて検討す る。

本稿の第3の 目的は,OECDが 勧告 した,独 立企業間価格 による所得移転への調整方

式の限界を寡占と双方独占の状態が現実に支配 しているという視点から明らかにしてみる。

1多 国籍企業の移転価格 と法人税率差,関 税率

ここでは,シ ェルダールウプ,G.と ソルガー ド,L.の 分析の うち,ベ ル トラン的競

争の場合に限定 して親会社の所在地国と外国子会社の進出先国の法人税率差や関税率が移

転価格にどのような影響を与えるかを,外 国子会社の競争相手が受動的な場合 と対抗的,

能動的な場合について比較検討 してみる。

1.シ ェルダールウプ,G.と ソルガー ド,L.の モデル

彼 らのモデルでは外国子会社の税引後所得は経常的に親会社に配当として全額分配 され

るか,少 なくとも親会社に全額按分 されるという暗黙の前提がある。

外国子会社の源泉地国の法人税は親会社に全額益金算入 され,外 国税額控除によって国

際的二重課税の調整がなされる。外国税額控除に限度を設けても,他 の国を源泉 とす る所

得の外国税額によって彼此流用 される。それゆえ,外 国法人税率が親会社の所在地国の法

人税率よりも高い場合でも,完 全に外国税額控除が可能 となる場合がある。 ここでは暗黙

のうちに国別限度方式が採用 され,源 泉地国の法人税率が親会社所在国のそれよりも高い

時には,そ の限度超過分を親会社が負担 しなければならないとされる。 ここで用いられる

モデルは以下のごときである。

親会社は∫の生産量を自己の所在地国で販売する。その収益7は 財貨 ・サービスの市場

価格 ρの関数7-7(ρ)で ある。外国子会社は親会社の生産量のうちSlを 進出先国で販

売す る。その販売価格は君 である。外国子会社には自己の市場で競争相手があ り,そ の販

売価格をろ とすれば,進 出先国での販売量SlはSl-S1(P1,ろ)で 表わせる。外国子会

社は親会社の生産 した財貨 ・サービスを仕入れて自らの市場で販売するのみであるが,親

会社が決めた移転価格gの 下で,競 争相手の反応を考慮 しなが ら価格 と販売量を決定す

る。 この場 合,収 益RはR-R(Pl,P2)で あ る。 一・方,親 会 社 の 生 産費Cは

C-C(s十S1)と なる。外国子会社が直面する法人税率をT,関 税率を τ,親 会社が直面
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す る法人税率をオとすればグループ全体の税引後所得nは 次のごとくなる。

2.母 国よりも進出先国の法人税率が低い場合

母国の法人税率が外国子会社の所在地国の法人税率より高い時。つまり'>Tの 場合

について考えてみる。

この場合には,外 国子会社に課せ られた法人税は,そ の所得が配当として親会社に分配

された時,す べて外国税額控除によって払い戻 されるため,親 会社に所得を全額還流す る

ならば税引後所得は母国の法人税引後の金額 となる。それゆえ親会社にとっての税引後所

得が最大化 される1次 条件は次のごとくなる。

親 会社 と外 国子会 社 はと もに自 らの税 引後 所得 を最大化 す る行動 を とるため,

鍔 各織 およ畷 一9(1+・)1舞 が成立する・その結果上式は次のごとくなる・

ここでη一{鐸 飼1渉 表わせ1よ 外国子会社の市場で・競争相手が自らの

価格を引き上げると,外 国子会社の所得がどのように変化す るかを示す値である。競争相

手がその販売価格を引き上げるとその顧客が逃げるため,外 国子会社にとって需要曲線の

上方 シフ トか らくる所得増加となる・ それゆえ η〉・である・ そこで 器 一1鋤

であ るか ら(1-2)は 次 の ごと くな る。
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外国子会社の競争相手が受動的態度をとり,前 者が価格引き上げを行えば追随して引き

上げると仮定されているから ∂亀>0で ある。 また ∂S1<0で ある。 ここでは2国 の∂P
l ∂9

法人税率差が関係 しないため,関 税率がゼロかプラスかによって次のごとく移転価格水準

が異なる。

法人税率差は外国税額控除によって消去 されるため,移 転価格を引き上げれば関税率上

昇による限界費用上昇効果からくる所得減少効果 と,外 国子会社の価格上昇に対応 して競

争相手 も価格を引き上げることからくる外国子会社の所得増加効果のどちらが大きいかに

依存す る。 どちらの効果が大きいかは一義的に示 し得ないため,移 転価格 も限界費用より

高いか否かが不明である。

シェルダールウプ,G.と ソルガー ド,L.で は外国子会社の価格政策に追随的な競争

相手を想定 してきた。 もし,外 国子会社の価格変更に対 して対抗的な行動をとり,外 国子

会社が価格引き上げをすれば,自 らの市場を拡大す るべ く,価 格の引き上げを行わないで

従来の価格を維持する。 このような競争相手の行動は ∂ろ 一〇となるため,移 転価格の∂P
[

水準は次のごとく示 される。

㈲ τ一 〇の時
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関税率がゼロの場合,移 転価格が高 くなっても,外 国子会社の限界費用が関税分だけ上昇

す ることがない。外国子会社の競争相手 も価格引き上げに追随しない。それゆえ,外 国子

会社の限界費用が親会社の移転価格引き上げによってのみ上昇 し,税 引後所得は確実に減

少する。それゆえ移転価格を親会社の限界費用に等 しい水準に維持することが有利 となる。

関税率がプラスであれば,移 転価格が高いと外国子会社の限界費用 もそれに伴 って上昇す

る。それゆえ,外 国子会社の関税増加分からくる限界費用上昇分を考慮 して移転価格を低

く抑えておくことが有利になる。

また(1-3)で,競 争相手が受動的な場合の方が大括弧の値が大きくなり,移 転価格は

限界費用より大幅に低 くなる。

以上の結果を整理すれば次の表のごとくなる。

競争相手が受動的※ 競争相手が対抗的

3.母 国よりも進出先国の法人税率が高い場合

母国の法人税率が進出先国の法人税率よりも低い場合,つ まり'<Tの 時,親 会社は

外国税額控除限度超過分を負担 しなければならない。それゆえ親会社の税引後所得Hは

次のごとくなる。

グループの税引後所得の最大化のための一次条件は次のごとくなる。
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上 と同じく親会社,外 国子会社は自らの税引後所得の最大化行動をとるため(1-5)は 次

のごとくなる。

よ って上式 は次 の ごとくなる。

(ロ)法 人税率差 があ り,θ 〉τ>0で あ れば(1-6)は 次 の ごとくなる。

法人税率差が大きければ,移 転価格を高 くす ることによる所得移転を通 した親会社の税

引後所得増加効果の方が,関 税による限界費用上昇効果を通 した外国子会社の税引後所得

減少効果より大きく,ネ ットで多国籍企業の税引後所得増加効果がある。 さらに,移 転価

格が高いと外国子会社の限界費用上昇による価格引き上げに,そ の競争相手が追随す る。

この追随が外国子会社の税引後所得を増加 させ る効果をもつ。 この2つ の税引後所得の増

加効果によって,高 い移転価格水準を維持す るのが有利 となる。

隔 人税率差がありθ〉・でかつθ〈・であれば ⑰一θ)〉囎 瓢 の時には次

の関係が成立する。
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しかし,こ の条件が必ず満たされるとは限らない。移転価格が高 くなれば所得移転によ

る税引後所得の増加効果が生 じる。他方,関 税が増加す ることによって外国子会社の限界

費用増加効果による税引後所得減少効果が生 じ,前 の増加効果よりも大きい。 さらに,外

国子会社の価格引き上げによってその競争相手 も追随す ることから,所 得増加効果が生 じ

る。 この相反する効果のどちらが大きいかに依存するが,一 義 的に判定できない。

ところが,外 国子会社の競争相手が前者の価格引き上げに追随しないで,対 抗的な行動

をとるため,∂ ろ 一〇となれば上の(イ)～㈲は次のごとくなる。∂P
2

(イ)τ=θ=0の 時

競争相手は外国子会社の価格変更に追随しないため,移 転価格を高 くすることによる親

会社への所得移転を通 した税引後所得の増加効果 と関税が高 くなることによる外国子会社

の限界費用増加を通 した税引後所得減少効果の相反する効果が生 じる中で,法 人税率差が

大きいため前者の方が大きくなる。それゆえ移転価格を親会社の限界費用よりも高い水準

に維持す る方が有利 となる。

㈲ τ>0,θ<τ の時

関税率が法人税率差よりも大きいため,移 転価格を高い水準に維持すればグループ全体

の税引後所得が減少す る。そのため,親 会社は移転価格を限界費用よりも低 く維持す るこ

とが有利 となる。

以上から進出先国の競争相手がどのような態度をとるかによって移転価格の水準は次の

一534(〆534')一
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表 の ごとくな る。

τ=θ=0

θ 〉 τ>0

0〈 θ 〈 τ

競争相手が受動的※

∂C
9> ∂S

l

∂C
σ〉 ∂S

l

∂C
σ美 ∂S

l

競争相手が対抗的

∂C

9= ∂S
l

∂C
9> ∂S

l

∂C
σ 〈 ∂S

l

(注)※ はSchjelderup,G.andSorgard,L,op.cit.P.285に よ る。

Hわ が国の外国子会社からの受取配当益金不算入制度と移転価格

平成21年4月 に開始す る事業年度から25%以 上の持株比率(一 部の国の外国子会社の場

合は10%)の 外国子会社(但 し,タ ックス ・ヘイブン対策税制の対象 となる特定外国子会

社は除外)か ら受取 る配当は(そ の5%を みなし経費 として)内 国法人において益金不算

入 とされる。 これは25%以 上の持株比率の外国子会社からの受取配当について,従 来は益

金算入の上で外国税額控除による国際的二重課税の調整をしていたのを,外 国所得免税制

度へ変更 したのに等 しい。

この制度の意図す るところは,わ が国の法人税(実 際はさらに,法 人住民税を考慮す る

必要がある)率 よりも低い国に進出する外国関連会社がその社内留保を日本に還流させて,

国内投資や技術開発資金 として利用 されることを期待す るものである。

しかし,外 国税額控除によって国際的二重課税 される制度から外国所得免税制度へ移行

すれば,進 出先国にとって資本輸入の中立性がよりよく実現す ることになる。外国子会社

のすべての所得が進出先国の法人税率で課 されるため,親 会社への配当分に母国の高い税

率が適用されていた状態から,税 率の低い国に投資することがより有利になる。それゆえ,

外国での投資が従来よりも増加す る効果がある。

一方
,外 国子会社がその所得を社内留保す るのは,親 会社の所在国での高い税率を逃れ

るのみでなく,進 出先国で有利な投資機会があればその必要資金を社内留保によって蓄積

し,不 足分を外部資金で調達するためである(4)。逆に必要資金を超えた金額については配

当として親会社に還流 させ る。 このような配当政策をとるとすれば,税 率の低い国での投

資機会の増加があれば海外での社内留保を増加 させることになる。また,外 国子会社から

の配当が増加 しても,法 人税率差によって,国 内よりも海外の方が税引後投資収益率にお

_K{～Kr[く(～[く 、_
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いて有利であれば,こ のような受取配当益金不算入制度によって,ひ と度国内へ戻 った資

金 も海外の投資に向けられる。法人税率が国内よりも,海 外の方が低ければその税率差が

大きい程,海 外への資本流出圧力が強 く,国 内で留まって投資の増加に貢献す ると期待で

きない。それを期待 しようとすれば自国の法人税率を進出先国よりも低 くしなければなら

ない。

一一方
,こ のような外国子会社からの受取配当益金不算入制度は,税 率の低い国に多 くの

所得を移転 させ るのが有利 となるのか。上のモデルを援用 して,こ の制度によって移転価

格がどのような影響を受けるかについて考えてみる。 ここでは,当 然のこととして,進 出

先国での法人税率が親会社のそれよりも低い場合について考える。

1.外 国子会社への所得移転の誘因

外国子会社の配当は益金不算入であるが,そ れが全額配当に向けられたとして親会社の

税引後所得Hは 次のごとくなる。 これを多国籍企業グループ全体の税引後所得と考えて

もよい。

H-(1一 の 〔ゆ)-C(s+Sl)-gSl〕+(1-T)〔R(君,亀)-9(1+τ)Sl〕

但 し'>Tで あ る。

このHの 最大化 を実現 す る1次 条件 は次 の ごと くな る。

(1-3)と(1-7)が 異 なるのは,外 国子会社の法人税率 丁が親会社 のそれよ りも低 いため,

前 者 ではグループの所得 は母 国の税率 で,後 者 では所得 の源泉地 国それぞれの税率 で課税

され る点 であ る。 しか も,後 者 では,T〈',そ れ ゆえ θ〈0と なる。

上 と同 じよ うに,関 税 率 τや法 人税率差 θの値 に よって移転 価格gの 水準 は異な って

くる。 シェルダープ とソルガー ドが仮定 したよ うに,外 国子会社 の競争相手 が受動 的な態

度 を示す場合 には,以 下 の ごとくな る。

伽 一qθ 〈・であれば 一θ〉η器 器 弍 の時のみ次の関係が成立する・
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競争相手はその価格を追随させ るため,外 国子会社へ高い移転価格で売却す ることによる

価格上昇を通 した外国子会社の所得増加効果に比べて所得移転を通 した,法 人税率差によ

る税引後所得の減少効果の方が大きい。それゆえグループとしての税引後所得が減少する。

かくして,移 転価格を限界費用よりも低 くす るのが有利 となる。 しかし,こ の関係が成立

する保証がないため,移 転価格の水準が親会社の限界費用より高いか否かについては不確

定である。

この場合には法人税率差のみでなく,関 税率がプラスであることによっても,移 転価格を

高 くす ることによる法人税引後所得の減少効果が大きい。(イ)の場合に比べて,(ロ)では左辺

が大きくなる可能性は大きくなる。

外国子会社の競争相手が,価 格決定で追随的な政策をとれば,前 者の移転価格の引き下

げによって後者がどれだけ価格を引き下げるのか,ま たその価格の引き下げによって外国

子会社の顧客減少による収益減少がどの程度起 こるのか(η)に 依存 して,移 転価格の引

き下げが必ず しも多国籍企業グループにとって有利にならない。

次に外国子会社の競争相手が対抗的な行動をとり,そ の引き上げによっても自らの市場

を拡大す るために追随しない。つまり ∂君=0の 場合は次のごとくなる。∂
σ

(イ)τ一 〇,の時

移転価格を低 くす ることによって所得移転を行い,外 国子会社所得を大きくす るほど税

引後所得が増加することを意味 している。それゆえ,外 国子会社の競争相手が受動的な場

合より,大 括弧の値が正でかつ大きいため移転価格を限界費用より大きく引き下げること

が有利 となる。

(ロ)τ>0,の 時



移転価格を低 くすれば親会社から外国子会社への所得移転による税引後所得の増加効果

と関税の節約からくる外国子会社の税引後所得の増加効果の双方によって(イ)の場合よりも

税引後所得が全体 として大きく増加するそれゆえ,(イ)と同じく外国子会社の競争相手が受

動的な場合よりも,移 転価格を限界費用よりも引き上げることが有利 となる。

しかも,(1-3)と(1-7)を 比較する時,次 のことが明 らかである。

θ〈0で あるか ら(τ一θ)の 値は(1-3)の τよりも大きい。つまり,他 の条件を同一

にすれば右辺の大括弧の中の値は正の時,(1-7)の 方が大きくなる。大括弧の中の値が負

の時,負 値の絶対値が小 さい。いずれの場合 にも,移 転価格の値は(1-3)の 場合よりも

低い水準に決まることになる。

以上の結果を1つ の表にまとめれば,外 国子会社の競争相手の態度によって次のごとく

なる。

τ=0θ 〈0

τ>0θ 〈0

競争相手が受動的

∂C
σ美 ∂S

l

∂C
σ美 ∂S

l

競争相手が対抗的

∂C

9< ∂S
l

∂C
σ 〈 ∂S

l

2.持 株比率と移転価格

上のモデルでは持株比率100%の 外国子会社を前提 としてきた。現実には持株比率25%

以上の場合に,受 取配当益金不算入制度が適用 されるのであるから,親 会社が外国子会社

に移転価格を通 して所得移転すれば,持 株比率に対応 した所得のみが前者に帰属 し,残 余

は他の株主の所得 となってしまう。それゆえ,持 株比率が低ければ低いほど法人税率差が

あっても,親 会社の所得を大きくす る方が親会社の税引後所得が大きくなることがある。

つまり,上 のような所得移転の誘因は必ず しも生 じない。逆に,法 人税率差が小 さく,持

株比率が小 さくなるほど親会社の方への所得移転の誘因が強 くなる。

3.外 国子会社への資金供給と移転価格

外国子会社の投資資金調達の源泉 として社内留保 と種々な外部資金,特 に親会社からの
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出資 と貸付がある。社内留保で必要資金が十分に充たされないゆえに,親 会社から出資や

貸付を受ける場合を考えよう。

上の受取配当益金不算入制度であれば,そ の持分に応 じて配当や社内留保分が親会社に

帰属す る。出資であれば,そ の資本報酬は受取配当益金不算入制度の下で,外 国子会社の

低い法人税率での負担ですむ。それに対 し,貸 付けについての受取利子は親会社において

益金算入 され,そ の高い法人税率で課 される。一一方,借 手の外国子会社にとって支払利子

は損金である。それゆえ,親 会社にとって外国子会社に資金提供す るのに出資の方が税負

担面で有利 となる。

外国税額控除制度の下では,外 国子会社からの受取配当は益金算入 される。外国子会社

からの受取利子 も同様に益金算入 される。 ところが受取配当には源泉地国の法人税率で課

された後に,配 当分には源泉所得税が課 されるため,外 国税額控除が大きく,し ばしばそ

の限度を超過す る。一方,受 取利子は源泉地国では損金算入で,親 会社の下で益金算入 さ

れて,源 泉所得税のみ親会社で外国税額控除される。国別限度方式や所得項 目別限度方式

の下で,前 者の方が源泉地国の法人税の存在ゆえに,外 国税額控除額が外国税額控除限度

を超過す る金額が大きかったり,一 括限度方式の下でも彼此流用の必要が大きくなる。そ

れゆえ,進 出先国の税率が高 くなるほど外国子会社への資金提供において,「 過小資本」

の圧力が生 じることはしばしば指摘 される。つまり,外 国税額控除制度の下では貸付けに

依存す る誘因が生 じる。

このように外国子会社からの受取配当を益金算入するか益金不算入かによって資金供給

方法に異なった誘因が生 じる。

一一方
,出 来るだけ出資が多 く,例 えば100%出 資 した上で外国子会社に貸付けによって

追加資金を供給す る時には,利 子率をできるだけ低 く抑える形の移転価格の引き下げを通

した所得移転は外国子会社の所得を大きくし,親 会社 としては自からに帰属す る税引後所

得を増加 させ る。

財貨 ・サービスの取引において移転価格を操作すれば,外 国子会社の競争相手の価格政

策面での反応を考慮 しなければならないが,低 い利子を通 した移転価格操作は確実に親会

社にとって有利 となる。つまり,外 国子会社からの受取配当益金不算入制度はこのような

側面からの移転価格操作の誘因を発生 させる。



第7巻 第1号

皿 独立企業間価格と寡占

OECDは 移転価格に対 して独立会計原則 と独立企業原則の採用を勧告す る。多国籍企

業は1つ の統合 されたグループとして活動 しているにもかかわらず,そ れぞれのグループ

内企業が独立企業 として取引した場合に決定すると想定 された価格,つ まり独立企業間価

格をもって,そ れぞれの取引に係 る所得を決める。 このような独立企業原則の採用には次

のような問題があると指摘 されている。

いま独立企業間価格が批准可能な取引によって決まったとしても,そ の価格の下での各

企業の所得合計 と一一体 となって行動 している多国籍企業 グループの所得合計が一致 すると

は限らない。 この合計の差額分はどのように関連企業間に配分 されるのかという問題があ

る(5)。

また,財 貨 ・サービスそのものや取引条件に類似性が認められるとしても,非 関連企業

間取引がそのまま問題なく批准可能か否かについて疑問が生 じる。

批准可能 とされる非関連企業間取引から,当 該関連企業間取引における独立企業間価格

を決めるとしても,そ れは一定の許容可能な範囲ないし 「幅」の中にあれば可 として採用

されなければならない。その 「幅」の中で独立企業間価格は所得移転を可能にする(6)。

批准可能といっても,100%批 准可能であるのでなく,独 立企業間価格は一定の 「幅」

の中のどれか一一つを選んだ結果にすぎない。

多国籍企業グループ内企業は,進 出先国の市場で,寡 占企業 として,他 の企業の反応を

考えながら自らの市場拡大 と収益増大のため競争 している。そのような企業が,他 企業か

ら完成品や半製品を仕入れるに際して,非 関連企業間てあれば買手 として,あ るいは売手

として独占的支配力を行使 している。つまり,買 手 と売手は,そ れぞれ双方独占の立場に

ある。

この双方独占の状態にある非関連企業間取引を見つけて,多 国籍企業グループ内の関連

企業間取引に関す る独占企業間価格を決定 しなければならない。 しかし非関連企業間の取

引といっても取引す る双方の力関係が異なれば独立企業間価格 も異なってくる。関連企業

間取引において,批 准可能な独立企業間取引と同じ相対的力関係があると想定するのか,

そうでもない場合には独立企業間価格は一定の 「幅」の中で決められ得 るが,た だ1つ の

ものをもって決めることができない。 このような視点か らOECDが 示 した基本方法やそ

れに準ず る方法の限界を検討 してみる。

-540(540)一



多国籍企業の移転価格と寡占,独 立企業間価格(今 西)

1.基 本3法

(1>独 立価格批准法

類似 した財貨 ・サービスの取引が多国籍企業グループ内で行われていても,そ の取引自

体,独 立企業間取引でない。多国籍企業グループ内企業 とそこに属 さない非関連企業 との

取引があれば,取 引量や支払条件等の差がどのように取引価格に反映しているかを考慮調

整の上,こ の取引価格を批准可能な価格 として用いられる。

多国籍企業グループ内企業の進出先で,そ の外国関連会社 と別にグループ外にある非関

連会社が同じ財貨 ・サービスの販売を行 っているとする。 この現地の非関連企業は販売活

動をす る中で,独 自のサービスや長年の取引による親密度 と信用によって,独 自の顧客を

持 っている。 もちろん,こ のような顧客 も絶対的でなく,例 えば価格が大幅に上昇すれば

他の販売企業に逃げるという点で,そ の需要曲線は右下がりである。多国籍企業の外国関

連会社等 とこの非関連会社は進出先市場で独占的競争を行 っていると考えればよい。

この非関連企業 も多国籍企業グループの親会社 と原材料や半製品あるいは完成品の取引

を行 っている。 この場合,売 手,買 手はそれぞれ独占力を行使でき,程 度の差 こそあれ双

方独占の状態にある。つまり,多 国籍企業の親会社は供給者 として価格支配力を持ち,グ

ループ外にある非関連企業 も独 自の顧客がいる点で程度の差 こそあれ,買 手 として価格支

配力を行使できる。

財貨 ・サービスの買手の需要曲線は買手の限界収入曲線を示 し,売 手にとってこの曲線

は平均収入曲線を意味する。売手にとって平均収入曲線から限界収入曲線が求められる。

この売手の限界収入曲線 と自らの生産に係 る限界費用曲線が交わる生産量が最大の利潤を

与える。 この生産量に対応 した需要曲線上の価格が売手にとって最 も有利な販売価格であ

る。一方,買 手にとって需要曲線は限界収入曲線であるから,生 産者の供給曲線つまり限

界費用曲線は買手にとって平均費用曲線を意味す る。 この平均費用曲線を基に導入 された

買手にとっての限界費用曲線 と上の需要曲線が交わる取引量が最 も有利な取引量である。

この取引量に対応 した売手の供給曲線上の価格が自己にとって最 も有利な購入価格 となる。

双方独占の下では,買 手と売手のそれぞれにとって最も有利な購入価格と販売価格の間で,

両者の相対的な交渉力によって決まる(7)。

このような双方独占の下で,非 関連企業間の交渉の結果決まる価格をもって,多 国籍企

業グループ内の関連企業間取引に批准可能なものとして用いられる。 この場合,批 准可能

とされる非関連企業間取引の相対的な交渉力ないし力関係が関連企業間取引においても成

立す ると仮定 しなければならない。逆にいえば,2つ の取引間で,売 手,買 手の交渉力に
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差があれば一定の範囲内での独立企業間価格を推定できるがそれをただ1つ 決定す るに際

して,こ の双方の相対的交渉力をどのように関連企業間取引に反映させ るのかという問題

がある。

(2)再 販売価格法

多国籍企業 グループ内の外国関連会社がグループ内の他の企業が仕入れた財貨 ・サービ

スを第3者 ないし非関連会社に販売 しているとすれば,こ の販売価格から妥当なマージン

を差 し引いた価格をもって独立企業間価格 とする方法である。進出先国で外国関連会社が

卸売や小売を行 う場合に適用 される方法である。

多国籍企業 グループ内企業やグループ外企業が進出先国で競争 しながら販売活動を行 っ

ている。その場合,各 販売会社は長年の取引からくる信用や親密度あるいはサービスの質

の差によって自ずから独 自の顧客をもち,独 占的競争を行 っている。 この販売価格 自体,

現地の経済状況を反映す ると考えられるが,仮 に現地で各企業が同じ価格で販売 している

としても,適 正なマージンは仕入先 と販売会社 との双方独占的な関係があり,双 方の相対

的な交渉力によって異なってくる。現地で各企業が同じ価格で仮に販売 しても,仕 入価格

が異なれば,販 売マージンが異なってくるためである。非関連企業間の仕入取引において

批准可能 とされる取引と同じ相対的な交渉力があるならば再販売に際して,同 一一マージン

となるが,そ れが異なれば妥当なマージン自体が異なってくる。再販売価格そのものより

も,妥 当なマージンが一一定の範囲内にあることは明らかであっても,は たして1つ のマー

ジン率が一義的に決まるか否かがこの方法の価値を決める。

(3>コ ス ト・プラス法

製造業などで製造 コス トが明らかである時,そ の製品または半製品の平均 コス トに妥当

なマージンを加算 して,独 立企業間価格を算定す る方法である。いわば移転価格税制にフ

ル ・コス ト原則を応用 したものである。 この製造業の妥当なマージンを算定す るに際して

も,非 関連企業間取引におけるマージンを見つけなければならない。 しかし非関連企業間

の批准可能な取引といっても,買 手,売 手の相対的な交渉力ないし市場での支配力によっ

てマージンが異なってくる。非関連企業間取引において,売 手が強い支配力を持てば正常

報酬を越えたマージンを得 るし,そ うでなければ正常報酬にも満たないマージンしか与え

られないこともある。多国籍企業のグループ内取引においてどのような相対的関係ないし

支配力の非関連企業間取引をもって批准可能なものとす るかで,独 占企業間価格が異なっ
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てくる。ただ1つ のマージン率そして独立企業間価格を決定す るためには,取 引双方の相

対的力関係について客観的な指標を見つけなければならない。

2.そ の他の方法

(1)取 引単位営業利益法

非関連企業間取引から批准可能な取引を見つける。そこで算出された売上高に対する営

業利益率から算定す る利益に,賃 金その他のコス トをプラスして独立企業間価格を推計す

る方法である。

売上高に対す る営業利益率は景気の動向によっても上下す るが,そ れぞれの市場で寡占

企業として,独 占力を行使している企業が,売 手,買 手として双方独占の立場で財貨 ・サー

ビスの取引交渉をすれば,双 方の力関係ないし交渉力によって利益の大きさが左右 されて

くる。

関連企業間取引の売手 と買手双方の価格交渉力が批准可能 とされる取引と同じものとい

う保証はない。そうすれば批准可能な取引から推計す る利益率 も一定の 「幅」で妥当な大

きさを決めることができても,た だ1つ の利益率でもって決めることができない。

(2>利 益分割法

利益分割法には寄与度利益分割法,残 余利益分割法,比 較利益分割法がある。寄与度利

益分割法は関連企業間取引で生 じた利益を,そ の財貨 ・サービスの生産販売に投下 された

人件費,資 本額,減 価償却費などによって分割す る方法である。取引単位 ごとの定式的利

益分割法 ともいえる。

分割の指標に労働 コス トを用いればフリンジベネフィト等を加味す るのか否かの他,労

働市場の需給関係によって賃金俸給が各国経済によって異なってくる。それゆえ高賃金ゆ

えに労働 コス トが大きい国は大きな利益を割 り当てられる。資本額や減価償却費を用いれ

ばどのような減価償却制度かに依存す る他,機 械化をすれば労働集約的生産方法に比べて

大きな利益が分割 される。 さらに利益を生み出す取引で,売 手 と買手が双方独占的な立場

にある限 り,同 じ人件費や投下資本でも相互の力関係によって稼得する利益に差が生 じる。

交渉力の大きい企業には大きな利益が生 じるため,人 件費や資本額当たりの利益が異なっ

てくる。

それゆえ,売 手,買 手がどのような価格交渉力をもつかで,そ れぞれの分割指標の利益

稼得力が異なる。 これら指標が同一の利益を生み出す ものとして機械的に関連企業間で所
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得を割 り当てること自体,独 立企業原則の精神に反す ることになる。

残余利益分割法は売手,買 手側の特殊な技術やノウハウによって生 じる利益を,そ れぞ

れの生産要素の正常報酬によって企業間で割 り当てた後の残余 とみる。その残余を,そ の

発生原因となった要素を所有す る企業の所得 として割 り当てる方法である。

労働の質やそれぞれの経済における利子率水準によって労働や資本の正常報酬が異なっ

てくる。それゆえ,こ のような賃金率の差や金利の差を考慮 した上での正常報酬合計を越

えた金額をもって残余利益 とす るのか否かによって各企業に割 り当てられる所得に差が生

じる。また,残 余利益を計算するのに,正 常報酬を利用するのが正 しいか否かの問題があ

る。取引す る非関連企業が双方独占の関係にあれば,相 対的な力関係によって,労 働や資

本は正常報酬を越えた利益を稼得することができる。 このような力関係ないし,交 渉力の

差による利益を無視 して,機 械的に正常報酬でもって各企業に所得分割す ること自体,独

立企業間原則の精神 と合致 しない。例えば,売 手のもつ特殊技術が独占利潤を生み出す と

しても,買 手の側における信用力,親 密度,ノ ウハウなどによって労働や資本の正常報酬

以上の利益を生み出すならば,そ れぞれの貢献の度合をどのように利益分割で考慮す るの

かが問題である。

比較利益分割法は国外関連企業間取引で生 じた利益を批准可能な非関連企業間取引で生

じた利益分割割合によって分割する方法である。 この場合でも非関連企業間取引で売手 と

買手が双方独占の地位にある。双方の相対的交渉力によって売手,買 手の利益の大きさが

異なってくる。批准可能な取引としてこのような相対的交渉力が同じものを選ばれている

のか。 この点を考慮 しなければ,関 連企業間取引での利益分割 も一定の 「幅」では受け入

れられても,た だ1つ を採用すればそれが正 しい分割割合である保証はない。

結 語

多国籍企業グループ全体の税引後所得最大化を目標に,親 会社は外国子会社へ売却す る

財貨 ・サービスの移転価格を決定す る。外国子会社は市場での競争相手の反応を考慮 しな

がら,か つ この移転価格を与えられたものとして販売価格を決定す る。 このようなモデル

を用いて,親 会社所在国の法人税率 と外国子会社所在国の法人税率の差 と進出先国の関税

率の相対関係によって移転価格の水準がどのように異なってくるのかを考察 した。 ここで

は,企 業がベル トラン的競争を行ない,外 国子会社の競争相手が受動的な価格政策をとる

場合 と能動的,対 抗的な価格政策をとる場合について比較 した。
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次に,こ のモデルを援用 して,わ が国が平成21年4月 に始まる会計年度から適用す る,

外国子会社(現 実には25%以 上の持株比率の外国法人)か らの受取配当益金不算入制度に

よって親会社が法人税率の低い国にある外国子会社への移転価格を通 した所得移転を行 う

条件と移転価格の水準への効果について検討 した。外国子会社の競争相手の価格政策によっ

て,移 転価格を通 した所得移転が必ず起 こるとは限らない。 しかし,い ずれの場合にも,

法人税率の低い国にある外国子会社からの受取配当を益金算入 し,外 国税額控除で国際的

二重課税をす る場合に比べて移転価格水準は低 くなることは確かである。

また 「過小資本」を誘発する外国税額控除制度 と比べて,外 国子会社への資金提供は貸

付けよりも出資を大きくす るよう作用す る。貸付けで行 う場合には貸付け利子を低 くす る

形で移転価格操作が行われる誘因を生ぜ しめる。

多国籍企業グループは一体 となって税引後所得の最大化行動をとっているにもかかわら

ず,各 国の正当な課税権行使 に際してOECDは 独立企業間価格の採用を勧告 している。

それぞれの市場で企業が寡占支配をし,独 占的競争を行 っているのみでなく,非 関連企業

間取引においては双方独占の立場にある。非関連企業間で,売 手,買 手 としてそれぞれの

財貨 ・サービスの取引価格を決定す る。そしてこの取引価格を批准可能なものとして関連

企業間取引の独立企業間価格を決定す る。双方独占の立場にある売手,買 手が批准可能な

取引と同じ価格交渉力ないし対抗的な力関係をもつ とは限らない。双方の価格交渉力が異

なれば取引価格に差が生 じてくるため,あ る一定の範囲内の価格 という点で妥当性は認め

られても,た だ1つ の価格を決め,そ れを真に妥当な独立企業間価格 とすることはできな

い。それゆえ,現 実に決められる独立企業間価格にはこの価格交渉力の差 という点から一

定の 「幅」を容認せ ざるを得ず,こ の幅の中で所得移転が起 こるし,関 連企業の所在国間

で,国 庫間の不公平が残 ることになる。

注

(1>Copithorne,L.W.,"lnternationalCorporateTransferPricesandGovernment

Policy",TheCanadianJournalofEconomics,Vol.IV,1971,pp.325-327お よ びpp.

330-332.

(2>Schjelderup,G.andSorgard,L,"TransferPricingasaStragegicDevicefor

DecentralizedMultinationals",InternationalTexandPblblicFinance,Vol.4.No.3,

1997,pp.280-282に ク ー ル ノ ー 的 競 争 下 の,pp.280-285に ベ ル ト ラ ン 的 競 争 下 の 移

転 価 格 を 論 じ て い る 。

(3)Schjelderup,G.andS/rgard,L,op.cit.,pp.284-285.
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(4)Sinn,H.W.,"TaxationandTheCostofCapital:The"Old"View,The"New"

View,andAnotherView",Bradford,D.(ed.)TaxPo〃(ッandTheEconomy,5,1991,

p.29を み よ 。

(5)McLure,C.E.,"HarmonizingCorporateIncomeTaxesintheEuropean

Community:RationaleandImplications",Poterba,J.M,(ed.).TaxPoli(]yandthe

五7co〃o〃 ひy,22,2008,P.159.

(6)Laugbein,S.L.,"TheUnitaryMethodandTheMythofArm'sLength",τ ακ

Notes,Feb.1986,p.645.

(7)Stigler,G.,TheTheoりyof1)rice,1962,p.240.
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